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会計検査院



※　本概要の計数は、百万円未満切捨てしています。



Ⅰ．会計検査院の所掌する業務の概要

【日本国憲法　第９０条】

【会計検査院法　第１条】

【会計検査院法　第２０条】

会計検査院の使命

  会計検査院は、国会及び裁判所に属さず、内閣からも独立した憲法上の機関として、
国や法律で定められた機関の会計を検査し、会計経理が正しく行われるように監督する
職責を果たしています。

　国の収入支出の決算は、すべて毎年会計検査院がこれを検査し、内閣は、次の年度
に、その検査報告とともに、これを国会に提出しなければならない。
　会計検査院の組織及び権限は、法律でこれを定める。

　会計検査院は、内閣に対し独立の地位を有する。

　会計検査院は、日本国憲法第９０条の規定により国の収入支出の決算の検査を行う
外、法律に定める会計の検査を行う。
　会計検査院は、常時会計検査を行い、会計経理を監督し、その適正を期し、且つ、是
正を図る。
　会計検査院は、正確性、合規性、経済性、効率性及び有効性の観点その他会計検査上
必要な観点から検査を行うものとする。

　会計検査院は、内閣に対し独立の地位を有する憲法上の機関として、次の使命を有し
ています。

　会計検査院は、国の収入支出の決算を全て毎年検査するほか、法律に定める会計の検
査を行っています。

　会計検査院は、常時会計検査を行い、会計経理を監督し、その適正を期し、かつ、是
正を図るとともに、検査の結果により、国の収入支出の決算を確認しています。

　会計検査院は、検査報告を作成し、これを内閣に送付します。この検査報告は、国の
収入支出の決算とともに国会に提出されます。

会計検査院の業務と組織の概要



Ⅱ．会計検査院の組織

専門調査官

法人財務検査室

委員（２人）

経 済 産 業 検 査 第 ２ 課

上 席 調 査 官 ( 融 資 機 関 担 当 )
専門調査官

上 席 調 査 官 （ 郵 政 担 当 ）

専門調査官

委員（会長）
経済産業統括検査室

第 ５ 局

特 別 検 査 課
専門調査官

上 席 調 査 官 ( 特 別 検 査 担 当 )

専門調査官

上 席 調 査 官 （ 情 報 通 信 担 当 ）

農 林 水 産 検 査 第 ３ 課

局　　　 長

専門調査官

経 済 産 業 検 査 第 １ 課

委員（会長）
専門調査官委員（２人）

農 林 水 産 検 査 第 ４ 課

監 理 官

会計検査院退職手当審査会

統括調査官

情 報 通 信 検 査 課
統括調査官

専門調査官

上 席 調 査 官 ( 文 部 科 学 担 当 )
農 林 水 産 検 査 第 １ 課

農林水産統括検査室

農 林 水 産 検 査 第 ２ 課会計検査院情報公開･個人情報保護審査会 局　　　 長

国 土 交 通 検 査 第 ５ 課

環 境 検 査 課
専門調査官

上 席 調 査 官 ( 道 路 担 当 )
専門調査官

第 ４ 局

監 理 官
文 部 科 学 検 査 第 １ 課

文部科学統括検査室

文 部 科 学 検 査 第 ２ 課

局　　　 長

国 土 交 通 検 査 第 ２ 課

秘書官　　

統括調査官

第 ３ 局

国土交通統括検査室

国 土 交 通 検 査 第 ３ 課
統括調査官

国 土 交 通 検 査 第 ４ 課

（１２４７人）

専門調査官

防 衛 検 査 第 ３ 課
事 務 総 局

監 理 官
事務総長　　
事務総局次長

国 土 交 通 検 査 第 １ 課

厚 生 労 働 検 査 第 ４ 課
専門調査官

防 衛 検 査 第 １ 課
原価検査室
統括調査官

防 衛 検 査 第 ２ 課

第 ２ 局

厚生労働統括検査室

厚 生 労 働 検 査 第 ２ 課
会 計検 査院

専門調査官

局　　　 長

厚 生 労 働 検 査 第 ３ 課

（１２５０人）

専門調査官

専門調査官

経済協力検査室

租 税 検 査 第 １ 課
租税統括検査室

租 税 検 査 第 ２ 課

監 理 官
厚 生 労 働 検 査 第 １ 課

専門調査官

検査官(院長) 専門調査官
検査官(２人) 総 務 検 査 課

外 務 検 査 課

復興検査室

局 　　　長

決算監理室
金融検査室

（３人）

第 １ 局

公会計検査室

財 務 検 査 第 ２ 課

検 査 官 会 議 専門調査官

司 法 検 査 課

(2)
公会計監査連携室

技 術 参 事 官 (3)

監 理 官
財 務 検 査 第 １ 課

厚 生 管 理 官
上 席 情 報 処 理 調 査 官
能 力 開 発 官

研　修　室
研修調査官

法 規 課

文書企画官審議官(13)

上 席 検 定 調 査 官
上 席 企 画 調 査 官

会計検査院情報公開・個人情報保護審査会事務室

法規企画官

資料情報管理室
国際業務室
研究企画官

総括審議官 会 計 課
会計管理官

総務企画官
企画官 (5)

人 事 課
人事企画官
監察官

事務総長官房

会 計 検 査 院 機 構 図

総 務 課
渉外広報室

（平成２８年度） 企画調整室

調 査 課

サイバーセキュリティ・情報化参事官



　Ⅰ.人にかかるコスト　対前年度比 ▲5百万円
　　  減額の主なものは、退職給付引当金繰入額の減少 ▲52百万円

　Ⅱ.物にかかるコスト　対前年度比 ▲47百万円
　　　減額の主なものは、減価償却費の減少 ▲38百万円

　Ⅲ.事業コスト　対前年度比 ▲20百万円
　　　減額の主なものは、旅費の減少 ▲23百万円

事業コスト等（27'　→　28'） (単位：百万円)

Ⅰ.人にかかるコスト 人件費

賞与引当金繰入額

退職給付引当金繰入額

Ⅱ.物にかかるコスト 旅費

委託費等

庁費等

その他の経費

減価償却費

資産処分損益

旅費

庁費等

その他の経費

コスト計 16,036 15,962 ▲73

5 6 0

計 1,286 1,266 ▲20

Ⅲ.事業コスト(会計検査業
務)

467 444 ▲23

813 815 2

8 0 ▲8

計 1,243 1,195 ▲47

6 1 ▲5

367 329 ▲38

25 30 5

(庁舎等(減価償却費)含む)
7 8 0

826 825 ▲0

1,191 1,138 ▲52

計 13,506 13,500 ▲5

789 794 5

～事業コスト等の経費別　前年度比較～

区分 27年度 28年度
対前年度

（増▲減）

11,525 11,567 41

11,567
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794
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Ⅰ．人にかかるコスト 単位(百万円)
人件費

賞与引当金繰入額

退職給付引当金繰入

額

合計：13,500

合計：13,506

30

25

8

7

825

826

1

6

329

367

0

8

0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400

28年度

27年度

Ⅱ．物にかかるコスト（庁舎等(減価償却費)を含む）
単位(百万円)

旅費

委託費等

庁費等

その他の経

費
減価償却費

資産処分損

益

合計：1,195

合計：1,243

444
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815
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Ⅲ．事業コスト（会計検査業務） 単位(百万円）

旅費

庁費等

その他の経費

合計：1,266

合計：1,286



～事業コスト等の推移～

1,448 1,343 1,297 1,286 1,266
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単位(百万円)

Ⅰ.人にかかるコスト

Ⅱ.物にかかるコスト
(庁舎等(減価償却費)を含む)

Ⅲ.事業コスト（会計検査業
務）

14,800 14,200 15,272 16,036 15,962



ストック情報（27'　→　28'）　～主な資産等～ (単位：百万円)

物にかかるコスト

計

庁舎等

計

合計

2,344 2,300 ▲43

3,035 2,899 ▲136

建物の減価償却
等による減

立木竹 29 30 0

建物 674 636 ▲38

工作物

土地 1,385 1,370 ▲15

253 263 10

ソフトウェアの
減価償却等によ
る減

無形固定資産 645 552 ▲92

691

～事業コスト等のストック情報の前年度比較～

区分 27年度末 28年度末
対前年度

（増▲減）
主な増▲減要因

598 ▲92

物品 45 45 0
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庁舎等
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合計：2,300

合計：2,344



省庁別財務書類とは

　省庁別財務書類は、会計検査院のこれまでの予算執行の結果である資産や負債
などのストックの状況、当該年度の費用や財源などのフローの状況といった財務
状況を一覧で分かりやすく開示する観点から企業会計の考え方及び手法（発生主
義、複式簿記）を参考として、平成14年度決算分より作成・公表しているもので
す。

(単位：百万円)

前会計年度 本会計年度 前会計年度 本会計年度

(平成28年 (平成29年 (平成28年 (平成29年

3月31日) 3月31日) 3月31日) 3月31日)

＜ 資 産 の 部 ＞ ＜ 負 債 の 部 ＞

未収金 0 0 未払金 10 9

前払費用 0 0 賞与引当金 789 794

その他の債権等 7 9 退職給付引当金 14,560 14,321

貸倒引当金 △ 0 △ 0 その他の債務等 - 2

有形固定資産 2,390 2,346

国有財産（公共用財産
を除く）

2,344 2,300

土地 1,385 1,370

立木竹 29 30

建物 674 636

工作物 253 263 負 債 合 計 15,359 15,128

物品 45 45 ＜資産・負債差額の部＞

無形固定資産 645 552 資産・負債差額 △ 12,316 △ 12,219

資 産 合 計 3,043 2,909
負 債 及 び 資 産 ・
負 債 差 額 合 計

3,043 2,909

貸　借　対　照　表（２８年度末）

(単位：百万円)

前会計年度 本会計年度

(自　平成27年 4月 1日) (自　平成28年 4月 1日)

(至　平成28年 3月31日) (至　平成29年 3月31日)

人件費 11,525 11,567

賞与引当金繰入額 789 794

退職給付引当金繰入額 1,191 1,138

旅費 493 475

委託費等 7 8

庁費等 1,639 1,640

その他の経費 12 7

減価償却費 367 329

資産処分損益 8 0

本年度業務費用合計 16,036 15,962

業務費用計算書（２８年度）



(1) 貸借対照表

(2) 業務費用計算書

(3) 資産・負債差額増減計算書

(4) 区分別収支計算書

○　会計検査院平成28年度省庁別財務書類のポイント

（１）貸借対照表

（２）業務費用計算書

　また、旅費は4億75百万円となっています。

　資産合計は29億9百万円であり、資産合計の約47%を土地(13億70百万円)、約21%
を建物 (6億36百万円)が占めています。

　また、負債合計は151億28百万円であり、負債合計の約94%を退職給付引当金
(143億21百万円)が占めています。

　業務費用の合計は159億62百万円であり、業務費用合計額の約72%を人件費（115
億67百万円）、約10%を庁費等(16億40百万円)が占めています。

～省庁別財務書類(会計検査院)の概要～

○　会計検査院の省庁別財務書類の主な構成は次のとおりとなっています。
　　また、これらのほかに附属明細書等が付属しています。

　　詳細については、別途公表している「省庁別財務書類」をご参照ください。



ストックの状況（貸借対照表）

資産（29億9百万円）

　減額の主なものは、ソフトウェアの減価償却等による無形固定資産の減少
  ▲92百万円

　資産合計は29億9百万円で、前年度末（30億43百万円）と比較して1億34百万円
の減少

645 552

2,390
2,346

7
9

0
0

0
0

0

1,000

2,000

3,000

4,000

27年度末 28年度末

合計：3,043 合計：2,909

単位（百万円）

【未収金】

損害賠償金債権

【前払費用】

自動車損害賠償責任保険料

【その他の債権等】

財政投融資特別会計特定国有財産整備

勘定への前渡不動産

【有形固定資産】

国有財産(主に書類保管施設に係る用地、
研修施設等)、取得価格が50万円以上の物
品(事務機器等)

【無形固定資産】

ソフトウェア等



負債（151億28百万円）

　負債合計は151億28百万円で、前年度末（153億59百万円）と比較して2億31百万
円の減少

　減額の主なものは、整理資源分の減少等による退職給付引当金の減少
  ▲2億39百万円

14,560 14,321

789 794
10 9

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

27年度末 28年度末

合計：15,359 合計：15,128

単位(百万円)

2

【未払金】

児童手当等

【賞与引当金】

期末手当・勤勉手当に係るもの

【退職給付引当金】

退職手当に係る引当金、整理資源に係る

引当金、国家公務員災害補償年金に係る

【その他の債務等】

東日本大震災復興特別会計に異動した職

員に係る退職給付引当金残高の付け替え



フローの状況（業務費用計算書）

費用（159億62百万円）

　業務費用の合計は159億62百万円で、前年度（160億36百万円）と比較して73百
万円の減少

　減額の主なものは、退職給付引当金繰入額の減少 ▲52百万円

8 0
367 329
12 7

1,639 1,640

7 8
493 475

1,191 1,138

789 794

11,525 11,567

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

18,000

27年度 28年度

合計：16,036 合計：15,962

単位(百万円) 【人件費】

職員の給与等

【賞与引当金繰入額】

「賞与引当金」の繰入額

【退職給付引当金繰入額】

「退職給付引当金」の繰入額

【旅費】

検査旅費等

【委託費等】

最高会計検査機関国際組織分担金等

【庁費等】

会計検査情報システム経費、庁舎等の維

持管理・運営に係る経費

【その他の経費】

国有資産所在市町村交付金等

【減価償却費】

有形固定資産及び無形固定資産に係る減

価

【資産処分損益】

有形固定資産の除却に伴い生じた損益


